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１．研究の背景・目的 

テレワークの普及はエネルギー需要を変化させうる社会

的変化である。オフィスビル勤務者がテレワークを実施す

ることを想定した場合、オフィスビルでは個人使用の機器

のエネルギー消費量が減少し、そのエネルギー消費は自宅

に移る。同じエネルギー性能を持つ PC で業務を行った場

合、エネルギー消費量の合計値は変化しないが、オフィス、

自宅ともに照明や空調などのエネルギー消費が変化すると

考えられる。したがって、テレワークの実施によるエネル

ギー消費量の増減を評価する場合、事務所におけるエネル

ギー消費の減少量と、住宅におけるエネルギー消費の増加

量の和がどのように変化するか明らかにする必要がある。 

オフィスビルにおける照明や空調などのエネルギー消費

は、執務者個人が使用している照明器具を除いて、空間を

単位として稼働が決定される。そのため、一人の執務者が

テレワークを行ったとしても、その稼働状況、エネルギー

消費量は大きく変わらないことも考えられる。一方、フリ

ーアドレス化等を活用し、稼働するフロアの床面積を減少

させることができれば、大きなエネルギー消費量の削減が

可能であると考えられる。 

住宅における照明、空調のエネルギー消費の変化は、住

宅仕様やテレワークで使用する部屋によって異なると考え

られる。その理由は、照明、空調のエネルギー消費は住宅

戸建・集合の別、規模、断熱性能等によって異なるためで

ある。加えて、同居者が昼間に在宅していて（専業主婦な

ど）、執務者が使用する室を同居者と共有する場合、エネル

ギー消費量の増加は限定的であると考えられる。 

このようにテレワークの普及によるオフィスビル、住宅

のエネルギー消費の増減は様々な条件に影響を受ける。こ

のような背景から、Shimoda ら 1)は上記の条件を考慮可能

なボトムアップ型のエネルギー需要シミュレーションモデ

ルを用いて住宅、オフィスビルのエネルギー消費の変化を

定量化し、大阪市においてテレワークが普及することによ

ってもたらされるエネルギー消費量の変化を定量化した。

加えて、テレワークの普及を機会としてとらえ、フリーア

ドレス化などによるオフィスビルの減床によりもたらされ

るエネルギー消費削減効果を定量化した。この結果、大阪

市全体では、テレワークの普及により、住宅のエネルギー

消費増、オフィスビルのエネルギー消費減が相殺され、合

計値では 1%未満の増加となること、オフィスの稼働面積を

削減することによりエネルギー消費量を 1％減少可能であ

ることを明らかにした。本報告はその検討を踏襲している

ものであるが、Shimodaら 1)が発表された 2007年以降に加

えられた以下の改良を含め、再度テレワークの効果を定量

化した結果を報告する。 

 住宅における住宅、世帯、機器・設備ストックの多様

性の考慮と年間エネルギー需要推計、時刻別エネルギ

ー需要の推計精度の向上 2)3)4)5)6)7)8)9) 

 住宅居住者の生活行為シミュレーションの高度化（精

度向上及び世帯構成員の属性に応じた時間の使い方

の差異の考慮）10)11) 

 オフィスビル滞在者の滞在スケジュールの生成モデ

ルの開発等による年間及び時刻別エネルギー需要推

計精度の向上 12)13) 

ただし、本検討では初期的な検討にとどめており、東京に

立地する住宅、オフィスビルを想定し、住宅ではオフィス

勤務者 1 名が居住する 2 人世帯のみを対象とした。また、

テレワークの形態として「在宅勤務」を想定し、その他の

形態は考慮しなかった。移動に係るエネルギー消費量は含

めていない。 

以下では、2章に方法の概要を説明し、3章に結果を示す。

4章に主な結論をまとめる。 

 

２．方法 

評価方法として Shimoda ら 1)と同様にシミュレーション

を用い、住宅における在宅勤務、オフィスにおけるフリー

アドレス化の実施方法に関するケースを複数想定し、住宅、

オフィスのエネルギー消費量を推計し、その合計値の差異

を定量化した。なお、推計においては次の前提を置いた。 

 評価の性質上、自営型の在宅勤務は評価の対象外とす

る。 

 勤務先はオフィスビルを想定する。 

 テレワークの実施については、7日の勤務に対して 2日

の比率で実施するものとした。 

以下では、オフィスビルと住宅における在宅勤務の想定

と、エネルギー需要の推計方法を説明する。 

 

 



 

 

２．１ オフィスビル 

標準的なオフィスの場合、執務室のスペースは延床面積

の 7 割程度であり、延床面積 1 万㎡のオフィスビルを想定

すると、1万㎡の延床面積に対して 7千㎡が執務室となる。

また、執務室の使用人数は、0.1人/㎡程度であり 1)、執務

者数は 700 人となる。ここで、テレワーク実施者が 200 人

程度であることを想定すると、オフィス執務室における執

務者滞在密度は 0.1 人/㎡×5/7 で 0.07 人/㎡程度となる。

この程度の密度の減少に伴う照明、空調用エネルギー消費

の減少は限定的であると考えられる。 

そこで、フリーアドレスの導入を考慮し、執務者の減少

に対して稼働する床面積を減少させることを検討する。テ

レワーク実施前の執務室人員密度 0.1 人/㎡を上限とした

場合、200 人の減少により減少させることができる床面積

は 200[人] × 0.1[人/㎡]＝2 千㎡となる。このような減

床が実現された場合、オフィス執務者ひとりの滞在による

住宅、オフィスビルのエネルギー消費の差異によりエネル

ギー消費が変化することになる。 

(1) 計算ケース 

表 1 に示す 3ケースを想定する。ケースはテレワークの

有無とフリーアドレス化の有無で条件が分かれている。

Case1はテレワークを想定していない。Case2はテレワーク

を想定するが、フリーアドレス化は考慮しない。Case3 で

はフリーアドレス化の導入を考慮する。なお、Case3 では

後述するオフィスビルモデルの都合上、8 階建てのオフィ

スフロアのうち、中間階 2 フロアを使用しないものとし、

使用しているフロアでは Case1 と同じエネルギー使用が行

われるものとした。そのため、厳密には、Case2と Case3で

は同じ人数のテレワーク実施者を想定できていない。Case3

では、テレワーク実施者数によって利用するフロアの床面

積が減少し、稼働しているフロアでは同じエネルギー消費

が維持されるため、この関係を利用して、Case2 と同じ人

数がテレワークを実施した場合のエネルギー消費量を算出

した。具体的には、（Case1から Case3のエネルギー消費量

削減量）/ Case3のテレワーク実施者比率（25％）×Case2

テレワーク実施者比率（29％）を算出し、これを Case3 補

正とした。 

 

表 1 オフィスビルの計算ケース 

ケース テレワーク

の有無 

フリーアドレス化の有無 

Case1 なし なし 

Case2 あり なし 

Case3 あり あり 

Case3 補

正 

あり あり 

Case2とテレワーク実施者数

を合わせたケース 

 

表 2 対象としたオフィスビルの概要 

項目 概要 

延床面積・階数 13,873㎡，地上 8階 

立地 東京 

オフィス執務者数，執務室

人員密度 

1,040人，0.1人/㎡ 

テレワーク実施時の執務

者数（最大人数） 

Case2 743人（1,040人×

5/7） 

Case3 780人（1,040人×

6/8） 

執務室在室時消費電力量 90 W/人 

フロア平面図・外観 図 1 の通り 

空調設備 ビル用マルチエアコン 

 

今回の検討に用いたオフィスビルの計算条件を表 2 に

示す。今回の検討では、オフィスビルの在室 1 名当たりの

電力消費は 90Wとした。この電力消費は PC、モニタ、手元

照明などを含むものであるが、この電力消費がオフィスに

おいて減少し、自宅に移ることを想定する。複数人で共有

されていると考えられるプリンター、モデル・ルータ、オ

フィスサーバ、ディスプレイなどの変化は想定していない。 

 

(2) エネルギー需要推計の方法 

エネルギー需要推計にはアメリカ Department of Energy

が開発している EnergyPlus 8.615)を用いた。なお、気象条

件は前述の地域区分に対応して東京の気象台で観測された

2013年アメダスデータ 16)から作成した。オフィスビルの仕

様は Kimら 13)の方法により設計したものである。また、本

モデルでは、施設利用者の滞在に起因するエネルギー需要

を施設利用者の滞在スケジュールに基づいて決定した。滞

在スケジュールは Ko ら 12)が開発したモデルを用い、施設

利用者別に乱数生成する。このモデルでは到着時刻と滞在

時間数の頻度分布を用いるが、これらの分布は都市圏単位

で人の移動を調査したデータベースである第 5 回近畿圏パ

ーソントリップ調査 17)を用いて作成しており、滞在時間の

ばらつきを考慮してエネルギー需要を推計することができ

る。 

照明・コンセント機器・空調・熱源の稼働スケジュール

は表 3 に示す条件により、施設利用者の滞在スケジュール

に基づいて決定した。これにより、現実的な電力需要の変

化パターンを設定することができる。 

 

２．２ 住宅 

テレワークの実施による住宅の照明、空調のエネルギー

消費の変化は大きく次に説明する 3 つの条件に影響を受け

ると考えられる。テレワークの影響の評価においてはこれ

らの条件を考慮する必要がある。 



 

 

 

 

図 1 オフィスビルの外観・平面図 

表 3 機器稼働条件 

用途 稼働条件 
照明 ゾーン内に 1 人でも人がいたら稼働 
機器 機器容量を最大値とし、在室率に比例して稼働 
空 調

機 
ゾーン内の在室率が 10%を越えたら稼働  

 

住宅の条件 照明、空調の電力消費は稼働状況と稼働時消費

電力に分解することができる。住宅の条件は稼働時消費電

力に大きな影響を及ぼす。テレワーク実施者が広い部屋で

仕事を行う場合、その面積に比例して照明の稼働時消費電

力は大きくなると考えられる。空調の稼働時消費電力は熱

負荷とエアコンのエネルギー性能により決定されるが、熱

負荷は気象条件、住宅の断熱性能、住宅の集合・戸建ての

別、規模、形状、住宅の隣接条件などに影響を受ける。 

世帯の条件 テレワークに起因する照明、空調の稼働状況の

変化は世帯の条件に依存する。テレワーク実施時に同居者

がいない場合、照明、空調は非稼働状態から稼働状態にな

り、テレワーク実施時間数が稼働時間数の変化分となる。

一方、テレワーク実施時間中に同居者が在宅の場合、その

時間数は稼働時間が変化しない。このように世帯の同居者

の在宅状況により稼働時間の変化に伴う照明、空調のエネ

ルギー消費量の変化は異なることになる。 

テレワークの実施部屋 照明、空調の稼働状況、稼働時消費

電力は、テレワークを実施する部屋で異なる。リビング、

個室では稼働時消費電力が異なり、同居者がいる世帯でテ

レワークを実施する場合、リビングなどの共用室では前述

の世帯条件と同じ理由で照明、空調の稼働時間数の変化が

異なる。 

 

(1) 計算ケース 

これらを考慮するため、これらの条件の下で、男性のテ

レワークの実施を想定した。テレワークの実施場所として

リビング、個室を考慮する。想定したケースを表 4 に示す。

また、表 5 に示す 4つの世帯の条件を考慮した。簡易化の

ため、世帯は 2 人世帯とし、男性は事務職でオフィスに勤

務しているものとする。世帯構成として共働き、片働きを

考慮し、共働きの場合、女性はフルタイムで勤務、片働き

の場合は専業主婦であるとした。住宅仕様として集合・戸

建の別のみを考え、住宅は共通で 2LDKとし、断熱性能は次

世代基準を満たす水準とした。 

 

表 4 住宅の計算ケース 

ケース テレワークの

実施 

テレワークの実施場所 

Case1 なし 考慮なし 

Case2 あり リビング 

Case3 あり 個室 

 

表 5 想定した世帯の条件 

世帯番号 世帯構

成 

集合戸建

の別 

共通事項 

Household_1 共働き 集合住宅 2LDK、二人世帯（共に 30

代） 

男性：事務職、女性：販売

業（フルタイム） 

居住地域：都市部 

住宅所有：持ち家  

Household_2 共働き 戸建住宅 

Household_3 片働き 集合住宅 

Household_4 片働き 戸建住宅 

 

本推計においては表 6 の条件を想定した。男性、女性の

行動に関する想定は以下のとおりである。 

 女性の行動や実施場所は男性のテレワークの実施に

伴って変化しないものとした。 

 男性がテレワークを実施する場合、通勤時間をゼロと

し、Case1における仕事の時間と同じ時間数仕事を行

うものとする。なお、Case1においては、通勤時間は

都市部に住む 30 代のオフィス勤務男性の平均的な時

間の使い方（詳細は次節に説明する）を想定した。 

 Case2、Case3では、通勤時間の減少により在宅時間が

増加する。在宅時間中の生活行為はその時間帯に自宅

行われる平均的な生活行為が実施される 10)。 

 

表 6 住宅計算条件 

項目 設定 

住宅規模・

間取り 

延床面積 

集合住宅 49.7㎡ 図 2 上 

戸建住宅 66.3㎡ 図 2 下 

断熱 次世代基準を満足する断熱仕様とする 

エアコン容

量・性能 

リビング：設置あり。容量 2.2 kW 

個室：設置あり。容量 2.2 kW 

リビング、個室エアコン定格 COP：冷房

5.1、暖房 5.7 

66
49.516.5

26.28
13.14



 

 

 

 

図 2 考慮した住宅の間取り（上：集合、下：戸建） 

 

(2) エネルギー需要推計方法 

エネルギー需要の推計には Total Residential End-use 

Energy Simulation (TREES) モデル 8)9)を用いた。モデルの

概略図を図 3 に示す。モデルではまず推計対象の住宅に居

住する世帯構成と各世帯員の属性を決定する。各世帯では、

世帯構成員の生活行為を 5 分間隔で確率生成し、生活行為

生成結果に基づいて機器の稼働を決定し、各機器のエネル

ギー消費量を定量化する。最後にその合計値として世帯の

エネルギー需要を定量化する。  

 

 

図 3 TREESの概要 

世帯員別の生活行為は Yamaguchiら 10)の生活行為生成モ

デルを用いて生成した。生活行為は睡眠、仕事、外出、テ

レビ視聴など約 40種別に分類されている。本モデルでは時

刻別の行為種別実施確率などの生活行為生成パラメータを

入力条件として用いるが、各パラメータは総務省社会生活

基本調査の個票データに基づいて構築されたロジスティッ

ク回帰モデル 11)により与えられる。当回帰モデルは居住者

属性・世帯属性・居住地域を説明変数としており、計算対

象世帯の特徴を反映して生活行為を生成することができる。

機器稼働は行為実施時の機器操作確率 Po、機器稼働が行為

に依存しないプログラム稼働機器（洗濯機、乾燥機、炊飯

器、食器洗い乾燥機）については機器操作開始確率 Psの回

帰モデルを用い、ランダムに機器稼働の有無を決定する 18)。

行為関連稼働機器については行為実施時の全タイムステッ

プで Poを用いて乱数で機器稼働を決定する。プログラム稼

働機器については全タイムステップにおいて Ps を用いて

乱数で機器稼働の開始を決定し、稼働継続時間を洗濯機 45

分、乾燥機 90分、炊飯器 45分、食器洗い乾燥機 70分とし

てタイムライン上に配置する。各個人での機器使用を判定

し、その結果を世帯の居住者全員で集約し、当該タイムス

テップにおける機器の稼働を判定する。ただし、電気トー

スターと炊飯器の稼働は同時には稼働しないと考え、両機

の同時稼働はないものと想定した。機器の消費電力，保有

台数等は世帯別に想定している。詳細は杉山ら 7)に詳しい。

また、エアコン、照明の稼働は在室時のみに利用するもの

と誌、自然室温、自然照度を算出し、稼働の有無を判定し

ている。 

 

３．結果 

3.1 オフィスビルのエネルギー消費 

図 4 に計算対象としたオフィスビルの年間一次エネル

ギー消費量を示す。延床面積により原単位化して表示して

いる。Case1の年間一次エネルギー消費量は 1,155 MJ/㎡で

ある。Case2により 90 MJ/㎡が削減されている。主な削減

は機器と照明であり、それぞれ 45 MJ/㎡程度が削減された。

一方、暖冷房では暖房が 22 MJ/㎡増加し、冷房が 26 MJ/㎡

減少した。これは、内部発熱の減少に起因する。 

２．１節に説明したように、Case2 と Case3 では同じ人

数のテレワーク実施者を想定できていない。Case3（補正）

ではテレワーク実施人数を Case2 と合わせている。Case3

（補正）では 258 MJ/㎡が削減され、削減量は 3 倍弱増加

した。機器の削減量は Case2 と同じであるが、照明は 2 倍

で Case1よりも 96 MJ/㎡の削減、暖房、冷房では Case1か

ら 119 MJ/㎡減少した。この結果より、Case2と Case3の差

異は照明、暖冷房に生じるといえる。 
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図 4 オフィスビル年間一次エネルギー消費量原単位 

 

３．２ 住宅のエネルギー消費 

図 5 に住宅の年間一次エネルギー消費量推計結果を示

す。図では燃料種別に推計結果を表示している。Case1 は

テレワークを想定しないケースであり、最もエネルギー消

費量が小さい。いずれの条件においても Case2、Case3の順

でエネルギー消費量が大きく、個室よりもリビングのエネ

ルギー消費量が大きいと推計された。ただし、テレワーク

の実施自体のエネルギー消費量の増加に比較するとその変

化量は小さい。 

この要因を明らかにするため、一次エネルギー消費量の

用途別の内訳を図 6 に示す。図からわかるように、Case1

から Case2 の変化の最も大きな要因は、凡例の「家電」に

含まれる、テレワークの実施による直接的な電力消費（PC

等）である。家電用途が世帯全体のエネルギー消費に占め

る割合は 20％程度であり、Case1 から Case2 による変化は

全体の 10％程度となった。Case2、Case3の差異は照明、暖

冷房の差異によるものである。そのほかのポイントは以下

のとおりである。 

 リビングの床面積は個室よりも大きく（図 2）、照明

の稼働時消費電力はリビングのほうが大きい。また、

集合住宅よりも戸建住宅の電力消費の増加が大きい。

そのため、全ケースにおいて Case2のほうが Case3よ

りも照明の電力消費が大きくなった。また、共働きと

片働きでは Case1の電力消費量に差異があり、共働き

のほうが Case1から Case2への増加量が大きい。 

 暖冷房の変化は Case2、Case3 で同程度となった。基

本的に戸建住宅のほうが集合住宅よりも暖冷房のエ

ネルギー消費が大きく、テレワークの実施による増加

量も大きい。Case1からの増加量が最大となったのは

片働き、戸建住宅、Case3の組み合わせであり、704 MJ/

世帯の増加であった。増加量は世帯構成、集合・戸建

の別で若干異なるが、照明ほど大きな差異は見られな

かった。この理由は、暖冷房の熱負荷は蓄熱され、期

間の積算負荷により暖冷房用のエネルギー消費が決

まっているためであると考えられる。つまり、共働き

でも片働きであっても、一日のうちにエアコンが稼働

するのであれば、そこで蓄熱が処理されるため、エネ

ルギー消費に大きな差異が表れないと考えられる。 

 

 

図 5 住宅の年間一次エネルギー消費量（燃料種別） 

 

図 6 住宅の年間一次エネルギー消費量（用途別） 

 

３．３ オフィス・住宅のエネルギー消費量合計 

図 7 に対象としたオフィスビル利用者のオフィスビル、

住宅の年間一次エネルギー消費量合計値を示す。上の図は

消費先別、下の図は使用用途別の結果である。ここでは、

オフィスビルは 1 棟分の総エネルギー消費量、住宅につい

てはオフィス利用者 1,040 人の全世帯のエネルギー消費量

を示している。住宅については全世帯が２．２節に説明し

た世帯構成であり、同住宅に居住していることを想定した。

また、表  5 に示した Household_1、 Household_2、

Household_3、Household_4 は同数であることを想定した。

つまり、集合・戸建の別、共働き・片働きの世帯数はそれ

ぞれ同数であることを想定した。図の横軸はオフィスビル

と家庭部門のテレワークのケースを表す。結果の概要は以

下の通りである。 

 オフィスビルの Case2（テレワークによりオフィス執務

室の人員密度が減少するケース）の場合、オフィスビル、

住宅のエネルギー消費量の合計値はテレワークがない

ケース（オフィス、住宅ともに Case1）と比較してエネ

ルギー消費量は大きく変化しない。つまり、オフィスに

おけるエネルギー消費量の増加分と住宅における減少

分は同程度である。 

 テレワークの実施に伴うオフィスビルの執務室人員密

度の減少に合わせて減床を行った場合（オフィスの
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Case3）、一次エネルギー消費量は大きく減少している。

省エネルギー効果は Case1 に対して住宅の Case2 で

4.2%、Case3で 4.5％である。 

 本結果は、テレワークの実施に伴い、執務スペースの床

面積を適切に管理することによりエネルギー消費を削

減可能であることを示唆する。この理由は、３．１節に

示したとおりであるが、減床による効果は特に暖冷房の

エネルギー消費に表れる。暖冷房の熱負荷は蓄熱され、

また、内部発熱の変化は冷暖房負荷のバランスを変化さ

せるものの、合計値を大きく変化させない。そのため、

住宅、オフィスビルで稼働する空間が同じであればエネ

ルギー消費は同程度となる。そのため、暖冷房が実施さ

れる空間を減少させる減床が効果をもたらしたと考え

られる。 

 

 

 

図 7 オフィスビル、住宅の年間一次エネルギー消費量

合計値（上：消費先別、下：使用用途別） 

 

４． まとめ 

本研究では、テレワークの普及によるオフィスビルおよ

び住宅のエネルギー消費がどのように変化するかシミュレ

ーションにより評価した。得られた知見は以下の通りであ

る。 

 テレワークの普及は住宅におけるエネルギー消費を

増加させ、オフィスビルにおけるエネルギー消費を減

少させる。テレワークの実施によりオフィスにおける

執務室の人員密度が減少する場合、住宅におけるエネ

ルギー消費の増加量とオフィスにおけるエネルギー

消費の減少量は同程度である。この結果として、エネ

ルギー消費量の合計値は大きく変化しないと考えら

れる。 

 オフィスにおける執務室の人員密度の減少に合わせ

て稼働するオフィス執務室床面積を減少させられる

場合、エネルギー消費量の合計値を削減することがで

きる。今回のテレワークの実施人数の想定（2/7）では

省エネルギー効果は 4.2％～4.5％であり、テレワーク

の実施率 10％当たりに換算すると 1.4％～1.6％程度

となる。この結果は、テレワークの実施に伴って生じ

る人員密度の減少に合わせて稼働する床面積を管理

することにより、エネルギー消費量を削減可能である

ことを示唆する。 

なお、一つ目の知見は 2007年の Shimodaら 1)における推

計と同じものであるが、二つ目の知見で述べたオフィス執

務室床面積の減少による省エネルギー効果は Shimoda ら 1)

の推計よりも若干大きな数字であった。この差異は、

Shimoda ら 1)の推計では大阪市に立地するすべての住宅、

オフィスビルを対象にしており、また、比較的大型のオフ

ィスビルを含み個別熱源方式と中央熱源方式の両方を考慮

していたのに対して、本推計ではオフィスでの執務者数と

住宅のオフィス執務者数を合致させて推計しており、また、

執務者の滞在状況によりエネルギー消費が変化を受けやす

い個別空調方式のみを考慮したことなどに起因する。この

ことから、本推計による省エネルギー効果はやや過大であ

る可能性がある。この点を位置づけるためには、オフィス

利用者、住宅居住者をある程度全体をカバーできるように

都市圏スケールでの分析を行うことが有効であると考えら

れる。この確認を今後の課題とする。 
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